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Ⅰ
　
はじめに
パートタイム労働者などのいわゆる「非正規労働者」の割合が増加し、雇用者全体に占める非正規労働者の割合は
三分の一を超えるに至っている。しかし、非正規という雇用・就労形態であるだけで、働き方や貢献に見合った待遇が受けられず、正規労働者との不合理な待遇格差が問題となっている。そのため、近年、正規・非正規を問わず働き方に応じた公正な処遇の確立が重要な課題となり 労働に関する法整備・法改正が相次いでいる。
本稿は、 非正規労働のなかでも、 とくにパートタイム労働について論じるものである。一九九三年 制定された「短
時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律」
（以下、 「九三年パート法」という）
は、二〇〇七年五月に抜本的に改正
され
（以下、 「二〇〇七年パート法」という）
、 雇用形態を理由とする差別禁止規定が導入された。しかし、二〇〇七年パー
ト法の差別禁止規定はその実効性が乏しく見直しが迫られていたことや、二〇一二年に改正された労働契約法
（以下、
「労契法」という）
二〇条
（期間の定めがあることによる不合理な労働条件の禁止）
との整合性を確保するために、次期の改
正に向けた作業が進むなか、二〇一三年一二月に、パート 八条一項違反性について判断する裁判例が登場し、注目を集めた。翌年
（二〇一四年）
四月一六日には、 「パートタイム労働法の一部を改正する法律」
（以下、 「二〇一四年パート法」
という）
が成立し、 パートタイム労働者の公正な待遇を確保し、納得して働くことができるよう、正社員との差別的取
扱いが禁止されるパー タイム労働者の対象範囲を拡大するとともに、パートタイム労働者を雇い入れたときの事業主による説明義務の新設などを行った。こ ように、パートタイム労働をめぐる最近の法改正の動向および裁判例に
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は注目すべきものがある。
そこで、本稿では、まず、二〇〇七年パート法の効果と問題点を指摘したうえで
（
Ⅱ
）、同法八条一項違反性が初
めて争われた最近の事案を検討し
（
Ⅲ
）、最後に、二〇一四年パート法の内容を概観しながら、法改正の意義と今後
の課題について考察 る
（Ⅳ）
。
なお、 本稿では、 とくに断りのない限り、 「短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律」でいう「短時間労働者」
を指して「パートタイム労働者」ということにする。
Ⅱ
　
二〇〇七年パート法の施行状況と課題
二〇一四年パート法の検討に入る前に、何故、今般の改正が行われたのかを確認しておく必要がある。その めの
作業として、以下では、二〇〇七年パート法に関する先行研究をもとに、本稿に関係する条文を簡単に確認したうえで、同法の効果と問題点を明らかにしておく。
1　
二〇〇七年パート法の差別禁止規定と均衡待遇
二〇〇七年パート法八条一項は、 「通常の労働者と同視すべき短時間労働者」について であること
を理由として、賃金の決定、教育訓練の実施 福利厚生施設の利用その他の待遇について差別的取扱いをしてはならない」と規定 いた。同条の適用対象になる労働者は、三つの要件、すなわち、①業務 内容とそれに伴う責任の
五〇
程度
（以下、 「職務の内容」 ）
が通常の労働者と同じであること
（以下、 「職務内容同一短時間労働者」という）
、②期間に定
めがない労働契約を締結していること
（以下、 「無期労働契約」という。なお、反復更新されることによって期間の定めがない
労働契約と同視することが社会通念上相当と認められる期間の定めのある労働契約もこれに含まれる（同二項） ）
、③当該事業所
における慣行その他の事情からみて、雇用関係の全期間において、職務内容および配置が通常の労働者と同一の範囲で変更され 見込みがあ
（以下、 「人材活用の仕組み・運用の同一性」という）
、を全て満たす短時間労働者である。
二〇〇七年パート法は、この三要件の観点からパートタイム労働者を四つの類型に分類している。同法が定める四
類型とは、ア
 ①②③が全て正社員と同じ者
（ 「通常の労働者と同視すべき短時間労働者」 ）
、イ
 ①および②が正社員と同
じ者
（ 「一定期間通常の労働者と同視すべき短時間労働者」 ）
、ウ
 ①が正社員と同じ者
（ 「職務内容同一短時間労働者」 ）
、エ
 ①
②③が正社員 異なる者
（ 「その他の短時間労働者」 ）
、をいう。
また、二〇〇七年パート法九条から一一条は、 「通常 労働者と同視すべき短時間労働者」にはあたらないパート
タイム労働者
（いわゆる通常パート）
についても、賃金の決定、教育訓練の実施、福利厚生施設の利用に関し、通常の
労働者とバランスのとれた待遇
（均衡待遇）
になるよう事業主に一定の義務を課している。
まず、賃金については、通常の労働者との均衡を考慮しつつ、職務の内容、成果、意欲、能力や経験などを勘案し
て、通常パートの賃金
（通勤手当、退職手当を除く）
を決定するよう事業主に努力義務を課している
（九条一項）
。 「職務
内容同一短時間労働者」については、雇用され 期間のうち少なくとも一定期間におい 、その職務の内容および配置の変更が通常の それらと同一の範囲で変更されるものと見込まれ ものについ その期間中は、通常の労働者と同一の方法により賃金を決定するよう事業主に努力義務を課している
（同条二項）
。また、教育訓練について
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五一
は、通常の労働者が従事する職務遂行に必要な能力を与えるための教育訓練とそれ以外の教育訓練に分け、前者について 業務の内容と責任の程度が通常の労働者と同じ短時間労働者に対して実施する義務
（実施義務）
を使用者に課し、
後者についても通常の労働者との均衡を考慮しつつ、能力や経験に応じて実施する「努力 」を使用者に課している
（一〇条）
。また、福利厚生施設
（食堂、休憩室、更衣室）
については、職務内容の同一性を問わず、全てのパートタ
イム労働者に利用の機会を与えるよう配慮 義
（配慮義務）
を使用者に課している
（一一条）
。
2　
二〇〇七年パート法の意義と問題点
（
1）　
二〇〇七年パート法の意義
九三年パート法は、パートタイム労働者の処遇改善のために使用者が行うべき措置を定めていたが、いずれも努力
義務規定であり、使用者を法的に拘束するものではなかっ
た
）1
（
。これに対して、二〇〇七年パート法は、労働条件の明
示や均衡待遇に関する事業主の義務を強化し、一定の要件を充足した短時間労働者に対する差別禁止規定を導入するなど、パートタイム労働者の処遇に関する実質的な法規制として一歩踏み出した。
二〇〇七年パート法の意義は、第一に、 「通常の労働者と同視すべき短時間労働者」に対する差別的取扱いを禁止
した点にある。前述した同法八条の三要件を満たすパートタイム労働者は、 「通常の労働者」との待遇格 を違法な差別として争うことができる。これまで雇 形態を理由とする差別を規制する法規定がなかった我が国 おいて、非常に画期的な意義を有するものであった。
第二に、 「通常の労働者と同視すべき短時間労働者」 あたらないパートタイム労働者についても、賃金の決定、
五二
教育訓練の実施、福利厚生施設の利用に関し、通常の労働者とバランスのとれた待遇
（均衡待遇）
をすることが努力
義務や措置義務として具体的に定められた点である
（九条・一〇条）
。これにより、多様化するパートタイム労働者の
実態に即して、正社員とのバランスのとれた待遇が求められるようになり、合理的に説明できない著しい格差は法の理念と相容れないものとして評価されるこ になった
）2
（
。
この他にも、二〇〇七年パート法の特徴として、労働条件の明示や説明に関する使用者の義務を強化したことや、
パートタイム労働者に対して通常の労働者に転換する機会を与えるために、事業主に一定の措置を講じるように義務付けたこと、さらに、パートタイム労働者 待遇に関して、新 紛争解決の手続きを定めたことを挙げることができる。
このように、九七年パート法は、行政指導の根拠規定にすぎなかった九三年パート法とはその性格を異に
し
）3
（
、新た
に均等待遇・均衡処遇に関する義務規定が設けられ、 契約の内容を規律する体裁が整えられたと評価されている
）（
（
。
（
2）　
法の効果と問題点
このように重要な改正を伴う二〇〇七年パート法は、今後の労働政策の全般的 あり方に大きな影響を及ぼすと考
えられており
）（
（
、同法の効果が注目されていた。
独立行政法人労働政策研究・研修機構
（ＪＩＬ
─ＰＴ）
の「 「短時間労働者実態調査」結果─改正パートタイム労働
法施行後の現状─」
（二〇一一年九月）
によると、改正パートタイム労働法のいわゆる一要件
（通常の労働者と職務がほ
とんど同じ）
に該当する「職務内容同一短時間労働者」がいる事業所の割合は二〇 ・五％で、短時間労働者全体に占め
五三
パートタイム労働者と正規労働者との均等待遇（川田）
る割合は二 ・九％であった。また、いわゆる二要件
（通常の労働者と職務がほとんど同じで、人材活用等が全期間を通じて
同じ）
に該当する「一定期間通常の労働者と同視すべき短時間労働者」の割合は二 ・七％で、短時間労働者全体に占
める割合は〇 ・三％程度であった。さらに 三
（通常の労働者と職務がほとんど同じで、人材活用等が全期間
を通じて同じ、かつ（実質）無期契約の差別待遇禁止義務対象）
に該当する「通常の労働者と同視すべき短時間労働者」の
割合は一 ・ 一％程度であり、短時間労働者全体に占める割合は〇 ・一％と、極めて僅少であることが明らかになった。二〇〇七年パート法の効果として、同法八条の該当者数が抑制された可能性が十分考えられるという
）（
（
。
賃金決定の際に考慮している要素をみると、 「能力・経験」
（五九 ・六％）
、 「職務の内容」
（五五 ・七％）
、 「地域での賃
金相場」
（四三 ・ 五％）
、 「職務の成果」
（三二 ・ 一％）
、 「最低賃金」
（三〇 ・ 八％）
となっており、二〇〇七年パート法が求め
る能力・経験や職務の内容、職務 成 などを おおむね勘案するようになってきてい
る
）（
（
。しかし、基本賃金の算定
方法や基本賃金の性格をみると 正社員と 異なる算定方
（制度・基準）
に基づき支払っているケースも多
く
）（
（
、正
社員と短時間労働者 基本的な賃金構造の違いが浮き彫りになってい
る
）（
（
。このことから、短時間労働者に対する処遇
改善は少しずつ進みつつあるもの 、職務や人材活用の仕組みなどが同じ正社員を比較対象とした、均衡待遇の確保に向けた取り組みは、必ずしも十分進展しているとは え いという。
また、職務内容が同じ正社員と比較した賃金評価について、 「正社員より低いが納得している」
（二〇〇六年の前回の
調査では四六 ・〇％に対 、今回の調査では五三 ・一％）
と「納得していない」
（前回の調査では二〇 ・三％に対し、今回の調査で
は二八 ・ 一％）
の割合が増加し、 「分からない」とする割合
（前回の調査では三三 ・ 七％に対し、今回の調査では一四 ・ 九％）
が
減少した。職務が同じ正社員と比較した短時間労働者自らの賃金水準に対して、 「納得できる」あるいは「できない」
五四
の評価がより鮮明になってきている様子を確認することができるという。同時に、 自分の処遇について「分からない」と答えたパートタイム労働者が前回の二〇〇六年調査に比べて相当減ったことは、二〇〇七年パート法の効果であると評価すること できよう。（
3）　
問
　
題
　
点
以上のような二〇〇七年パート法の効果に関する調査結果から、同法の効果が限定的であること、とくに、同法八
条は適用要件が厳しく設定されているため、その効果が乏しいことが明らか なっ
た
）（（
（
。また、同条の三要件はいずれ
も一義的に決まらず、解釈の余地があるため、 「通常の労働者」との比較方法は非常に複雑なものとなっている。なかで 、 「職務内容同一短時間労働者」については 職務 内容に「業務」と「責任」が入っているため、これに該当する労働者は少ないと見込まれることや、 「人材活用の仕組み・運用 同一性」要件によって、企業はこの要件の充足を回避するべく、正社員とパートタイム労働者の雇用管理区分を助長することが懸念される。さらに、労働者が均衡処遇 求める場合に 同一性要件を実態的要件と解してその充足を全て労働者側に主張立証させ 、とりわけ、 「人材活用の仕組み・運用の同一性」要件の充足を労働者側に求めることは、労働者側に過度の負担を強いるものである、という問題も指摘された
）（（
（
。
また、同法九条一項については、事業主に「賃金」についてのみ均衡処遇の努力義務を課すのみであり、私法的効
果がないことや 同条の定める「賃金」が職務関連賃金に限定され、通勤手当や退職手当 どの職務と直接関連しない賃金や賃金以外の労働 件が含まれないことから、差別是正の根拠規定 しての実効性が極め 乏しい
）（（
（
、また、
五五
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教育訓練
（一〇条）
および福利厚生施設の利用
（一一条）
についても、職務内容が同一である短時間労働者に対する教
育訓練実施義務のほかは、実施努力義務、配慮義務と規定されているにすぎず、その法的効果が明らかでないなどの問題が指摘されている
）（（
（
。
Ⅲ
　
二〇〇七年パート法八条違反に関する裁判例
Ⅱ
で指摘したように、二〇〇七年パート法八条の射程や機能が極めて限定されているとともに、同条に挙げられて
いる個々の判断基準は、差別的取扱い禁止が求められる前提条件ともなっている。そのため、処遇に不満を持つパートタイム労働者の多くは、司法機関による妥当な解決を求める途さえ絶たれてしまいかねない状況に陥っている
）（（
（
。
以下では、二〇〇七年パート法八条違反が争われたニヤクコーポレーション事件・大分地裁平成二五年一二月一〇
日判決を取り上げて検討する
）（（
（
。
1　
事件の概要と本件訴訟に至るまでの経緯
Ｙ社
（被告）
は、石油製品等の運送事業を目的とする株式会社である。Ｘ
（原告）
はＹ社に平成一六年一〇月一五日〜
平成一七年四月一四日まで、および、平成一七年一〇月一日〜平成一八年三月三一日までそれぞれ六ヵ月の期間社員として雇用されていた。また、平成一八年四月 日以降は、期間を一年とする有期契約を更新して、平成二五年三月三一日の期間満了まで準社員として雇用されていた。
五六
Ｘは、九州支店大分事業所で貨物自動車の運転手として勤務しており、その業務は正社員のそれと同じであった。
Ｙ社の正社員の一日の所定労働時間は八時間であり、他方、Ｘの所定労働時間は一日七時間であった。
正社員就業規則には、転勤・出向規定はあるが、正社員の転勤自体少なく、平成一四年以降は、九州管内では出向・
転勤はなかった。他方、準社員就業規則には転勤・出向の規定がなく、転勤・出向した者はいなかった。ま 、平成二〇年三月三一日までは、準社員がチーフ、グループ長や運行管理補助者に任命されることもあり、同年四月一日以降、準社員についてはそれらから解任されることとされたが、そ 後も、準社員がチーフ、グループ長や運行管理者に任命されている例があ さらに、正社員ドライバーのなかには、事務職に職系 換して主任、事業所長又は課長に任命された者がある 、その人数は 正 ドライバーの総数に比べて非常に少なく、ごく例外的な扱いであった。他方、準社員にはそのように事務職に職系転換した者はいなかっ 。
平成二三年二月二四日、Ｘは、職務内容が正社員と同一であるにもかかわらず、準社員であることを理由として処
遇に差があるのは パート労働法八条一項に違反すると主張 て、大分労働局長 紛争解決のため援助を求め、同局長は、同年四月二六日 二一条の規定に基づき「パートタ ム 法第八条に違反するため 賃金の決定その他の処遇について速やかに待遇の改善を図ること」という指導を行った。Ｙ社がこの指導を無視し ため 同年一一月七日 Ｘはパート労働法二二条 基づき、大分紛争調整委 会に調停の申請を行い、同委員会は平成二四年一月二四日、 Ｙ社に対し、 調停案受諾勧告書を出した。し し、 Ｙ はこれ 受諾しなかったため、 Ｘは同年五月一日大分地裁に労働審判を申し立て、正社員と同等の待遇を受ける雇用契約上の権利を有する地位確認、正社員との差額賞与相当額、正社員であれば、休日出勤になったはずの勤務についての休日割増手当相当額 損害賠償および 年差
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別されてきたことに対する慰謝料を請求した。同年八月二日に労働審判が行われ、Ｘの処遇が、パート労働法八条違反であることと不法行為性が認められ、 Ｙ社は過去三年分の賞与の差額相当分の一二〇万円の支払いが命じられたが、同条に基づき正規労働者 同等の待遇を受ける雇用契約上の権利を有する地位確認までは認められなかった。これに対して、Ｙ社が異議を申し立てたため、本件訴訟に移行した。
Ｙ社は、平成二四年七月一日、準社員就業規則、準社員賃金規程を変更し、準社員の契約期間を七月一日から翌年
の六月三〇日までとし、準社員の一日の所定労働時間を八時間に統一し、勤務日数も正社員と同じ年 五八日とした。Ｘ以外の準社員は、変更された準社員就業規則、準社員賃金規程に則り、雇用期間 平成二四年七月一日〜平成二五年六月三〇日とし、一日の所定労働時間を八時間とする雇用契約書 署名押印したが、Ｘは、新たな雇用契約書に署名押印しなかった。
Ｘは、Ｙ社に対し、正社員と準社員との処遇格差がパート労働法八条一項に違反すると主張して、同項に基づき、
正規労働者と同一の雇用契約上の権利を有する地位にあることの確認、Ｙ社の正規労働者と同一の待遇を受ける雇用契約上の権利を有する地位にあることの確認、および、同項に違反する差別的取扱いによる不法行為に基づく損害賠償を請求した。
なお、Ｙ社は、平成二五年三月二三日、Ｘに対し、Ｘが本件訴訟において様々な点において事実と異なる をし
ていること、本件訴訟と無関係の第三者で Ｙ社 従業員を多数本件訴訟に巻き込んでいることなどを理由に、同月三一日をもって労働契約を終了し、労働契約の更新をしないこ を通知した
（なお、準社員の有期労働契約についての
更新拒絶の件数は少なく、ほとんどの準社員が契約を更新していた）
。そのため、Ｘは、Ｙ社が契約期間満了前の更新の申込
五八
みを拒絶したこと
（更新拒絶）
は、客観的に合理的な理由を欠き、社会通念上相当であると認められず、雇用契約上
の権利 有する地位にあることの確認なども求めているが、本稿ではこの争点は省略する。
2　
判決要旨
以下では、二〇〇七年パート法八条一項違反の有無および救済とそれに関連する判示部分を引用する。（
1）　
短時間労働者への該当性
「Ｘは、平成二四年七月一日、準社員就業規則の変更の適用を受け、一日の所定労働時間が、七時間から八時間に変更され、正社員と同じになったから、同日以降は、短時間労働者
（パートタイム労働法二条）
に該当しなくなった」
ため、 「パートタイム労働法八条一項違反の 無は、平成二四年六月三〇日までについて検討されるべきものと解される」 。（
2）　
通常の労働者と同視すべき短時間労働者への該当性
（期間の定めのない労働契約の終了との同一性についての判示部分によると）
「ＸＹ間の労働契約は、……期間の定めのあ
る労働契約であったが、平成一八年四月一日以降、継続して更新されてい 」 。 「Ｘの業務は……正社員の業務と同じ」であった。 「準社員の有期労働契約についての更新拒絶の件数は、少なかった」 。 「正社員 準社員の間で、配置変更の範囲が大きく異なってい とまではいえない」 。 「準社員ドライバーが、正社員ドライバーと異なり、緊急の対処が
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必要な業務、対外的な交渉が必要な業務に従事しないことは、正社員ドライバーと準社員ドライバーの職務内容の相違点として重視することはできず、……正社員ドライバーの配置の範囲が準社員ドライバーと異なるとはいえない」 。
以上のようなＸＹ間の労働契約の実情に鑑みると、 「ＸＹ間の労働契約は、反復して更新されることによって期間
の定めのない労働契約と同視することが社会通念上相当と認められる期間 定めのある労働契約
（パートタイム労働法
八条二項）
に該当するものと認められる。そして、Ｘは、 「事業の内容及び当該業務に伴う責任の程度……が当該事業
所に雇用される通常の 者と同一の短時間労働者であって、 該 業主と期間の定めのない労働契約を締結しているもののうち、当該事業所における慣行その他の事情からみて、当該事業主との雇用関係が終了す までの全期間において、そ 職務 内容及び配置が当該通常 労働者の職務の内容及び配置の変更 範囲と同一 範囲で変更されると見込まれるも ……
（パートタイム労働法八条一項）
に該当したものと認められる」 。
（
3）　
賃金の決定その他の待遇についての差別的取扱いの有無
Ｘは、通常の労働者と同視すべき短時間労働者に該当すると認められ、 「年間賞与額について正社員と準社員に
四〇万円を超える差を設けること」 、 「週休日の日数について正社員と準社員に差を設けること」 、 「退職金を正社員に支給し、準社員に支給しないこと」について 合理的な理由があるとは認められず、このよう 差別的取扱いは、短時間労働者であることを理由として行われて るも と認められる」 。 「正社員 準社員であるＸの間で、賞与額が大幅に異なる点、週休日の日数が異 る点、退職金の支給 有無が異な 点は、通常の労働者 同視すべき短時間労働者について、 短時間労働者であるこ 理由 して賃金の決定その他 処遇について差別的取扱いをしたものとして、
六〇
パートタイム労働法八条一項に違反するものと認められる」 。（
（）　
正規労働者と同一の地位にあることの確認
Ｘは、パートタイム労働法八条一項に基づいて、ＸがＹの正規労働者と同一の労働契約上の権利を有する地位にあ
ることの確認、Ｘが、賃金の決定、教育訓練の実施、福利厚生施設の利用その他の待遇について、Ｙの正規労働者と同一の待遇を受ける労働契約上 権利を有する地位にあることの確認を請求するが、 「上記確認の対象である権利義務の内容は明らかではない上 パートタイム労働法八条一項は差別的取扱い 禁止を定めているものであり、同項に基づいて正規労働者と同一の待遇を受ける労働契約上の権利を有する地位にあることの確認を求め ことはできないと解される」 。「パートタイム労働法八条一項に違反する差別的取扱いは不法行為を構成するものと認められ、Ｘは、Ｙに対し、その損害賠償を請求することができる」 。もっとも、 「Ｘは、平成二四年七月一日からパートタイム労働法二条の短時間労働者に該当しなくなったものと認められ から、平成二四年七月一日以降 ついては、同法八条一項の適用の前提を欠くこと なり、同項に違反したことを理由とする不法行為は成立しないものと解される」 。 「Ｘは、Ｙから 退職を主張しておらず……Ｙは、平成二五年三月三一日までの労働契約の内容であ 労働条件と同一 労働条件でＸによる申込み 承諾したものとみ され、ＸＹ間には労働契約が存在するも とみなされるから、退職金を支給しないことによる損害は認められない」 。 「金銭賠償によってその損害は回復されるものと認められ、 慰謝料は認められない」 。
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3　
検
　　　
討
本判決は、正社員と準社員
（短時間労働者）
の賃金格差について、二〇〇七年パート法八条一項違反性を具体的に判
断した初めての裁判例であ
る
）（（
（
。同条によって、正社員と実質的に同じ仕事をしている非正規労働者の救済がある程度
できることが確認されたという点で、今回の判決は意義があったと評価されている
）（（
（
。
本件では、ＸＹ間の労働契約の実態から、Ｘがパート法八条一項の「通常の労働者と同視すべき短時間労働者」に
該当するか否かについて検討している。本判決は、結論的に、ＸＹ間の労働契約の実態から、Ｘは正社員と職務内容が同一で、有期労働契約の反復更新によって期間の定めがない労働契約と同視できるものであり 人事異動の有無や範囲 通常の労働者と同一であると見込まれ ことから、同条の「通常の労働者と同視すべき短時間労働者」に該当する、と判断した。本判決はパート法八条の三要件の充足性を実質的に捉え、両者 間に少し 違いがあったとしても実質的な違いがあるといえるような大きな違いがあるかという観点から、柔軟な解釈をしている
（＝柔軟解釈
論
）（（
（
）。
以下では、同条の三要件に関する本判決の判断につい 検討する。（
1）　「職務内容の同一性」の要件について
行政通達によれば、 「職務の内容」 とは 「業務の内容及び当該業務に伴う責任の程度」 をいい、 同一性とは細部にわたっ
てまで完全に一致することでは く、 「実質的に同一」 ことを指す
）（（
（
。 そして、 職務内容の同一性の判断基準として、
業務の種類の同一性の判断、比較対象労働者の業務のなかの中核的業務の抽出と同一性の判断、それが異なる場合に
六二
はさらに必要とされる知識・技能を含めた判断、責任の程度の同一性の判断が挙げられている。
本件において、Ｘは貨物自動車の運転手としてタンクローリーによる危険物等の配送および付帯事業に従事してお
り、その職務内容は正社員と同じであったことから、裁判所は、Ｘは通常の労働者と同視すべき短時間労働者
（パー
ト法八条一項）
に該当すると判断した。一般に、 企業は、 パートタイム労働者と正社員の待遇の差を正当化するために、
職務内容に差異を設けることが多いため、職務内容の同一性の判断は難しい。本件では、Ｘ 正社員の職務内容は同じであったことから、 「職務内容の同一性」という最も重要な判断要件を充足することができた。その意味では、本判決の射程は限られているといえるかもしれない。
しかし、準社員ドライバーは正社員ドライバーと異なり、新規業務、事故トラブルへの対応など、緊急の対処が必
要な業務、対外的な交渉が必要な業務には従事しな するＹの主張に対して この を正社員ドライバーと準社員ドライバーの職務内容の相違点として重視することはできず、正社員ドライバーの配置の範囲が準社員ドライバーと異なるとはいえないと判断した。実態を重視 て柔軟に判断し ものと評価することができよう。（
2）　「無期労働契約」の要件について
次に、 「無期労働契約」の要件について、 一般に、 社会通念上無期契約 同視することが相当と認められるか否かは、
業務内容の恒常性、地位の基幹性、継続を期待させる使用者の言動などの主観的態様、更新の回数や更新手続き 同様の地位にある他の労働者の更新状況 どによって判断される。
ＸはＹとの間で期間に定めがある労働契約を締結しているが、ＸＹ間の労働契約は 平成一六年一〇月一五日から
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平成二五年三月三一日まで
（うち平成一七年四月一五日〜同年九月三〇日は無契約期間）
反復更新されていること
（約八年
の間に七回契約更新）
、準社員の総数と比べると、更新拒絶された者の割合は少なく、実際には、ほとんどの準社員が
契約を更新していたなどの実態から、裁判所は、期間の定めのない労働契約と同視することが社会通念上相当であると判断した。有期労働契約という契約形式にとらわれず、契約継続期間および更新回数や、他の労働者の更新状況を踏まえた妥当な判断といえよう。（
3）　「人材活用の仕組み・運用の同一性」要件について
本件では、 「人材活用の仕組み・運用」要件の判断が主たる争点になった。行政解釈によれば、パートタイム労働
者の人材活用の仕組みや運用が通常の労働者と同じかどうかの判断は、第一に、転勤の有無が同じかどうか
（実際に
転勤したかどうか、だけではなく、将来にわたって転勤する見込みがあるかどうか）
を比較し、一方のみが転勤する場合には、
人材活用の仕組みや運用は「異 る」と判断される。第二に、両者に転勤があると判断された場合には、全国転勤の可能性がある か、エリア限定なのかといっ 転勤の範囲が問題になり、転勤の範囲が異なると判断された場合には、人材活用の仕組みや運用は「異なる」と判断される 第三に、 転勤の範囲が同じ場合には、 「職務 内容の変更」と「配置の変更」の有無が同じ どうかを比較し、一方のみ変更があ 場合には 人材活用の仕組みや運用は「異なる」と判断される。第四に、どちらも変更がある場合には、 「職務の内容の変更」 「配置の変更」の範囲を比較し
（経験す
る部署の範囲や昇進の範囲について比較する。その際 、単に移動可能性 ある部署の数が異なるといった形式的な判断で なく、業務の性質などからみた実質的な判断をする）
、変更の範囲が同じ場合には、人材活用の仕組みや運用は同じと判断され、
六四
変更の範囲が異なる場合には、人材活用の仕組みや運用は異なると判断されることになる。このような複雑な四つのステップを踏んで、人材活用の仕組み・運 判断が行われる。
本件では、正社員就業規則には転勤・出向規定があり、数はわずかだが正社員には転勤・出向の実績があるのに対
して、準社員就業規則にはその規定がなく 準社員には転勤・出向した者がなかったことや、正社員ドライバーのかには事務職に職系転換して主任、事業所長又は課長に任命された者があ のに対して、準社員にはそのように事務職に職系転換した者はいないこと 確認されている。厳格 みれば、正社員と準社員の人材活用の仕組み・運用等は異なると判断することもできよう。
しかし、本判決は、平成一四年以降、九州管内では正社員の ・転勤はなかったことや、九州以外でも正社員の
転勤・出向は正社員ドライバーの総数と比べると少数であったこと、また、準社員がチーフ、グループ長や運行管理者に任命される例があったことや、準社員で事務職に職系転換し 者 いなかったが 事務職への職系転換は正社員ドライバーにとってもごく例外的な取扱い あった などの実情を踏まえて、正社員と準社員の間で、人事異動の有無や配置変更の範囲が大き 異なっていたとはいえない
（＝同一のものと見込まれる）
と判断した。正社員と準社員
を比較する際に、制度の有無やわずか 相違に らわれず、実態を見て判断 結果であるといえよう。
我が国の雇用システムにおいては、長期的な人材育成を前提として待遇に係る制度が構築されていることが多く、
人材活用の仕組み 運用等に応じて待遇の違いが生じるこ も合理的であると考えられている。そのため、もともとパートタイム労働者に対する長期的な人材育成を予定し な 企業は 「人材活用の仕組みや運用」 の違いによって、通常の労働者
（正社員）
とパートタイム労働者の処遇格差を正当化する可能性が考えられる。しかし、正社員同士で
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も人事異動の有無や配置変更の範囲が全く同じということは稀であり、また、実務上、転勤が業務の遂行にとくに必要かどうかについて曖昧なケースも多い。したがって、本判決のように、正社員とパートタイム労働者 人材活用の仕組みや運用が多少異なる場合でも、実質的に同一であるとする柔軟な判断が求められよう。 「人材活用の仕組みや運用の同一性」については、後述
Ⅳの
3（
3） で詳細に検討する。
Ⅳ
　
二〇一四年パート法改正
1　
改正の経緯
二〇〇七年パート法附則第七条は、 「政府は、この法律の施行後三年を経過した場合において、この法律による改
正後の短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律の規定の施行の状況を勘案し、必要があ と認めるときは、当該規定について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする」と 。前述
（
Ⅱ
の
2（
3） ）
した
ように、二〇〇七年パート法 施行状況から、八条および九条いずれ 規定も実効性が極めて乏しいことが指摘されており、パートタイム労働者と正社員の均等・均衡待遇の確保が一層求められるな
か
）（（
（
、厚生労働省は平成二三年二
月、 「今後のパートタイム労働対策に関する研究会」
（座長：今野浩一郎学習院大学教授）
を設置し、同研究会は同年九
月一五日「今後の 対 報告書」を公表した。この報告書を受けて、厚生労働省の労働政策審議会雇用均等分科会
（座長：林紀子弁護士）
は、今後のパートタイム労働対策のあり方について審議し、平成
二四年六 二一 に 今後のパートタイム労働対策について
（報告）
」をとりまとめ、同日、労働政策審議会は、厚生
六六
労働大臣に対して報告のとおりの建議を行った。
建議は、 「パートタイム労働者の均衡待遇の確保を一層促進していくとともに、均等待遇を目指していくことが求
められる」としたうえで、パートタイム労働者の均等・均衡待遇の確保について、以下のような具体的な方向性を示している。すなわち、⑴有期労働契約法制の動向を念頭に、パートタイム労働法第八条については、①三要件から無期労働契約要件を削除すること、②職務 内容、人材活用の仕組み、その他の事情を考慮して不合理な相違は認められないとする法政策 採ることが適当であるこ 、⑵同法九条二項については削除すること、また、同法九条一項については、均衡確保の努力義務の対象 なる「賃金」から通勤手当を対象外とすることは適当ではないことを明らかにすることを指摘 た。
建議から約一年半後の平成二六年一月二三日、労働政策審議会雇用 等分科会は、 「 『短時間労働者の雇用管理の改
善等に関する法律』の一部を改正する法律案要綱」を答申した。同年二月一四日、 「短時間労働者 雇用管理の改善等に関する法律の一部を改正する法律案」が第一八六回通常国会に提出され、 同年三月二七日の衆議院本会議で可決同年四月一六日の参議院本会議で可決・成立し、同年四月二三日に公布された
）（（
（
。
2　
改正内容の概要
二〇一四年パート法は、短時間労働者の均等・均衡待遇の確保を推進するとともに、一人一人の納得性を図るなど、
所要の措置を講ずること よって、短時間労働者の働き方に応じた公正な処遇 実現 ようとするも である。
今般の改正のポイントは主に四つある
）（（
（
。
六七
パートタイム労働者と正規労働者との均等待遇（川田）
第一に、差別的取扱いが禁止されるパートタイム労働者の対象範囲の拡大、である
（九条関係）
。前述したように、
二〇〇七年パート法八条は、①職務内容の同一性、②人材活用の仕組み・運用の同一性、③無期労働契約
（またはそ
れと同視しうる有期労働契約）
の締結という三つの要件を満たした短時間労働者に対する差別的取扱いを禁止していた
が、今回の改正で、③の要件が削除され、①と②に該当すれば、有期労働契約を締結しているパートタイム労働者も正社員と差別的取扱いが禁止されることとなった
）（（
（
。
また、職務内容が当該事業所における通常の労働者と同一の短時間労働者
（通常の労働者と同視すべき短時間労働者を
除く。 ）
であって、当該事業主に雇用される期間のうち少なくとも一定の期間において、その職務の内容および配置が
当該通常の労働者の職務の内容及び配置 変更の範囲 同一の範囲で変更さ ると見込まれるものについ の賃金の決定方法に係る努力義務の規定
（二〇〇七年パート法九条二項）
が削除された
（一〇条関係）
。
第二に、 「短時間労働者の待遇の原則」の新設 であ
（八条関係）
。同条は、 「事業主が、その雇用するパートタイ
ム労働者の待遇を、当該事業所に雇用される通常の労働者の待遇と相違するものとする場合においては、当該待遇の相違は、当該短時間労働者及び通常 労働者の業務内容及び当該業務に伴う責任程度
（以下「職務の内容」という。 ）
、
当該職務の内容及び配置の変更 範囲そ 他の事情を考慮して、不合理と認められものであってはならない」と規定する。これは、全てのパートタイム労働者を対象とした待遇の原則に関する規定である。
第三に、事業主による説明義務の新設、である
（一四条一項関係）
。事業主は、パートタイム労働者を雇い入れたと
きは、実施する雇用管理の改善措置の内容について、説明しなければならない。具体的に 賃金制度はどうなっているか、どのような教育訓練や福利厚生施設の利用の機会があるか、どのよう 正社員転換推進措置があるかなどの
六八
改善措置である。
第四に、 パートタイム労働者からの相談に対応するための事業主による体制整備の義務の新設、 である
（一六条関係）
。
事業主は、パートタイム労働者からの相談に応じ、適切に対応するために必要な体制を整備しなければならない。具体的には、相談担当者を決め、相談に対応させることや、事業主自身が相談担当者となり、相談担当を行う等の体制整備である。
なお、平成二四年六月二一日の建議のうち、今回の改正パート法に取り入れられなかった事項については、今後、
省令又は指針等で対応することとなっている。具体的には、通勤手当を一律に均衡確保の努力義務の対象外とすることは適当でない旨を明らかにするこ や、事業主は、パートタイム労働者が に説明を求めたこ を理由として、解雇その他不利益な取扱いをして ならないこと、などである。
3　
二〇一四年改正の意義と今後の課題
以下では、今回の改正で注目すべき、差別禁止対象要件 緩和と短時間労働者の待遇の原則の新設について若干の
検討と、今後の課題を明らかにした 。
⑴
　
八条と九条の関係
八条は、全てのパートタイム労働者に対する不合理な労働条件の禁止を、また、九条は、 「職務 内容」および「人
材活用の仕組み」 いう二要件を満たしたパートタイム労働者に対する差別的取扱いの禁止を定めたものである。適用対象労働者の範囲をみると、九条は八条に含まれるが、両者の関係は明らかではない。両者の関係を考え うえで
六九
パートタイム労働者と正規労働者との均等待遇（川田）
重要なポイントは、 「不合理な労働条件の禁止」と「差別禁止」の差異をどのように考えるかという点にある。
まず、八条の「不合理な労働条件の禁止」は、労契法二〇条
（期間の定めがあることによる不合理な労働条件の相違）
と
の整合性確保の見地から設けられたものである。労契法二〇条の条文は、ＥＵ指令の「合理的な理由のない不利益取扱い 禁止」原則に類似した条文になっていること、また、規定の一般性・柔軟性および判断枠組みという点では、ＥＵ諸国と同様の法原則を採用したものといえ
る
）（（
（
。したがって、パート法八条の「不合理な労働条件の禁止」は「差
別禁止」ではなく、 「不利益取扱いの禁止」アプローチを採用したもの理解することができる
）（（
（
。
次に、パート法九条は、 「事業主は……短時間 者であることを理由として……差別的取扱いをしてはならない」
と規定している。文言上は 労基法三条
（ 「使用者は、労働者の国籍、信条又は社会的身分を理由として……差別的取扱をし
てはならない」 ）
や、同法四条
（「
使用者は、労働者が女性であることを理由として……男性と差別的取扱いをしてはならない」 ）
と同様、 「差別的取扱い を禁止している。この点、人種や性別のように自らの意思で選ぶことができない属性に対する差別や 信条や労働組合への加入のように憲法上保障されている個人の基本的権利の行使に対する差別
（いわゆ
る社会的差別）
に対して、パート・有期・派遣のような契約形態や雇用形態は労働者個人の選択によるものであるこ
とから、パート法九条
（の前身である二〇〇七年パート法八条）
は、労基法三条や四条の禁止規定とは異なる性格を有し
ていると考えられている
）（（
（
。
もっとも、日本の雇用の実態をみると、パートタイム労働など雇用形態 選択は自分でコントロールできない不可
変の属性との性格を持っている場合が少 くなく、また、それを自発的に選択できる場合でもそ 選択 基本的権利にかかわる選択として尊重すべきとも考え れる。そのため 日本では、基本的権利
（家庭生活や市民的自由）
として
七〇
の「差別禁止」と雇用形態にかかわる「平等取扱い」とを峻別せず、連続性のあるものとして捉えて法的基盤の整備を図ることの重要性が説かれている
）（（
（
。
筆者も、社会的差別と雇用形態に基づく差別を明確に区別することはできないと考える。人種差別や性差別のよう
な社会的差別は個人 尊厳を損ねる行為であり、公序に抵触する人格権侵害であるが、同時に、短時間労働者に対する差別も人格的利益の侵害にあた
る
）（（
（
。これについては、丸子警報器事件判決
（長野地上田支判平八・三・一五労判六九〇
号三二頁）
が、 「人格の価値を平等とみる市民法の普遍的な原理」に反する賃金格差は「公序良俗の違法を招来」させ
るとして、人格を侵害する賃金格差が公序違反になることを明らか してい 。したがって、二〇〇七年パート法八条を引き継いだ二〇一四年パート法九条は、通常の労働者と同視すべき短時間労働者に対する公序に抵触する人格的利益の侵害を差別禁止として規定したものであり、 「差別禁止」アプローチを採用したものと理解すべきである。
以上の検討の結果として、今般のパート法改正では、雇用形態による処遇格差問題について、ＥＵ諸国を参考とし
た「不合理な労働条件の相違の禁止」方式 法原則の柱としな ら
（八条）
、日本の問題状況の特徴を考慮に入れて、
二要件を満たす「通常の労働者と同視すべき短時間労働者」に対する 的取扱いを禁止したもの
（九条）
と理解す
べきである。その意味では、二〇一四年パート法は、 「不合理な労働条件の禁止」 「差別禁止」を明確に区別のではなく、雇用形態による処遇格 については、全ての短時間労働者に対する「不合理な労働条件の禁止」と、そのなか も二要件を満たした通常の労働者と同視すべき短時間労働者に対する「差別 と う双方の性格を有する法政策を選択したといえる。
七一
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⑵
　
差別禁止対象要件の緩和
今回の法改正で「無期労働契約」の要件を削除した理由は、二〇〇七年パート法八条の三要件が厳格で適用対象と
なる労働者が極めて限定されてしまうという批判にこたえるためというより、むしろ、労契法との整合性を考慮した結果であると思われる。すなわち、労契法二〇条では、 「職務の内容」 「職務の内容および配置の変更の範囲」を理由として、労働条件の相違の合理性が認められることがありうるが、期間の定めがあることは、合理性を説明できる要素にはならない。そのため、労契法二〇条と整合させる必要性から、パート法八条の「無期労働契約」の要件を削除したといえる。
厚生労働省の試算では、今回の改正で「無期労働契約」の要件が削除されたことにより、差別禁止の対象となる人
は、全パート労働者の一 ・三％
（約二〇万人）
から、二 ・一％
（約三〇万人）
に増える見込みであるという。通常の労働
者との間の均等待遇の確保の要請は、期間の定めの有無にかかわらず存在することからすれば、 「無期労働契約」の要件を削除したことは妥当である
）（（
（
。もっとも、 残り二つの要件、 すなわち「職務内容の同一性」と「人材活用の仕組み ・
運用の同一性」は比較する対象 が異なるおそれがあ
り
）（（
（
、正確にその異同を比較することを不可能にしてしまうこと
から、そ 妥当 や客観性が疑問視されてい
）（（
（
。そこで、以下では、 「人材活用の仕組み・運用の同一性」要件と「職
務内容の同一性」要件について検討する。
ア
　「人材活用の仕組み・運用の同一性」の要件
日本の雇用システムにおいては、長期的な人材育成を前提として待遇に係る制度についても構築されていることが
多く、人材活用の仕組みや運用等に応じて待遇の違いが生じることも合理的であ と考えら い
る
）（（
（
。そして、長期
七二
雇用システムの下に置かれた正社員の待遇は、将来の見込みや期待も込めて、人材活用の仕組みの最終的な到達点までみて判断する。これ 対して、企業は、パートタイム労働者を職務内容や昇進などの範囲 狭い者として企業内で位置づけ、 「人材活用 仕組み・運用」について正社員と区別している。したがっ こ 判断基準でパートタイム労働者と正社員の同一性を判断することはそもそも無理がある。
また、通常の労働者とパートタイム労働者の配置の変更については、転勤の有無および範囲
（全国転勤、エリア限定
の転勤など）
、職務の内容の変更と配置の変更の有無
（人事異動による配置替えや昇進などによる職務内容の変更の有無）
お
よび範囲
（経験する部署の範囲や昇進の範囲など）
を比較して判断することになる。しかし、女性パートタイム労働者
の多くが育児や介護などの家庭の事情で転勤や残業のないパートタイム労働を選択せざるをえない実態に鑑みると、「人材活用の仕組み・運用の同一性」要件、とくに、転勤要件を課すことは、男女共同参画社会やワーク・ライフ・バランス 実現と逆行する効果をもたらすことにな
る
）（（
（
。したがって、 「人材活用の仕組み・運用の同一性」要件は削
除すべきであると考える。
イ
　「職務内容の同一性」の要件
「職務の内容」とは、 「業務の内容及び当該業務に伴う責任の程度」をいい、労働者の就業の実態を表す要素のうち最も重要なものである。したがって、差別的取扱い禁止規定の適用対象労働者の要件は 「職務内容の同一性」 基準で足りると考える。もっとも、パートタイム労働者の職務の内容が通常の労働者と同じであるかどうかについて、これまでは、①パー
トタイム労働者と通常の労働者の業務の種類
（職種）
を比較し、実質的に同じかどうかを判断する、②業務の種類が
七三
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同じ場合には、従事している業務について、業務分担表などで、個々の業務に分割し、整理する、③細分化した業務のうち、 「中核業務」を抽出し、パートタイム労働者と通常の労働者とで比較する、④
（業務の内容が実質的に同じと判
断された場合には）
業務に伴う責任の程度が著しく異ならないかどうかを判断して、著しく異ならない場合に初めて職
務の内容が「 」と判断される。このように、職務内容の同一性の判断手法は極めて厳格であるため、わずかな職務内容 違いで同一性が否定されてしまい、差別禁止規定による救済は極めて制限されてしまう
）（（
（
。
また、 「責任の程度」は、具体的には、授権されている権限の範囲、業務の成果について求められる役割、トラブ
ル発生時や臨時・緊急時に求められる対応の程度、ノルマ等の成果への期待の程度等を指すが、外形的にはとらえにくい概念であり、実際に責任の違いを判断する は困難である。また、責任 程度 いう基準は、労働者に過重労働を強いることにもつながりかねない。したがって、職務内容の同一性は、 「厳格な職務の同一性」を要求するのでなく、実質的な同一性で足りるとすべきである。
そして、賃金に関しては、正社員とパートタイム労働者という異なる雇用形態の労働者の職務の価値を評価し、そ
れを賃金決定基準にすえる同一価値労働同一賃金原則の立法化と 同一の職務評価システム 確立が重要であ
る
）（（
（
。事
業主が、事業所の実情 応じて、職務評価制度を導入し、これを踏まえて、パートタイム労働者の雇用管理の見直しを進めるように促すべきであ 。職務評 制度は、パートタイム労働者の処遇改善 ためだけではなく 事業主が同制度 用いて説明することによってパートタイム 者の納得性向上につながるし 事業主が正社員の賃金格差の合理性を証明しうるものである。
⑶
　
短時間労働者の待遇の原則の新設
七四
「短時間労働者の待遇の原則」
（八条）
は、全てのパートタイム労働者を対象としており、また、賃金に限定するこ
となく、全ての労働条件の不合理な相違を禁止するものである。本条は、パートタイム労働者の待遇が通常の労働者の待遇と相違する場合、その相違は、本条に定められた要素を考慮して、パートタイム労働者にとって不合理と認められるものであってはならないことを明らかにしたものである。したがっ と通常の労働者の間で労働条件の があれば直ちに不合理とされるのではなく、本条に列挙されている要素を考慮して、不合理な労働条件の相違と認められる場合を禁止するものである。
ア
　「不合理性」の意味
そこで、どのような場合に不合理と認められるか、すなわち「不合理」の概念が問題になる。この点、労契法二〇
条の「不合理」性についての学説を手掛かりに検討する。
それによると、 「 「不合理と認められるものであってはなら い」とは、有期契約労働者の労働条件が無期契約労働
者の労働 件に比して単に低いばかりではなく、法的 否認 べき程度に不公正に低いものであってはならないとの趣旨を表現したものと解される」から「有期契約労働者の労働条件の相対的な低さ ついては、低さ 程度の分析・評価が必要であり、しかも低 の程度は社会的に不公正といえるか否かが問題とされ べき」であること、また、 「本条は、高度に評価的な判断を必要とす 規範」であり、しかも「本条により不合理性が主張される個々 労働 件も他の労働諸条件と関連して処遇体系の一環をなしていること、有期契約 者の処遇 あり方は当該企業 様々な従業員間 利益調整により決められるべき」であ とすることからすれば ……「不合理と認められるもの」か 当該企 の人事政策 処遇体系、労使関係 あり方の全体 中 の判断を必要とされる」とす
る
）（（
（
。これによると、パー
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トタイム労働者と正社員の処遇についても、社会的に不公正といえるほど大きな格差があってはならないが、一定程度の差なら許容されることになる。
二〇一四年パート法が、 「不合理な労働条件の相違の禁止」
（八条）
と「差別的取扱いの禁止」
（九条）
の双方を規定
したのは、前者がパートタイム労働者と正社員の「均衡待遇
（バランス
」を、後者が「均等待遇」を意図したものだ
とすると、八条 「不合理」の意味は、労働条件格差の許容性の幅を認めたうえで、著しく不公正 を禁止し、一定程度の差を許容する趣旨だと考えられよう。しかし、不合理と認められるか否かは 結局、企業の人事政策、処遇体系、労使関係 あり方全体のなかでの判断 すなわち、使用者が一方的に設定した基準によって判断されることになるため 望ま いことではない。したがって、不合理性を判断する客観的な基準の設定と、それを判断しうる労働者全体の利益調整の仕組みが不可欠である。
イ
　「不合理と認められるもの」の判断基準
次に、労働条件の相違が不合理と認められるか否かの判断は、①労働者の業務内容および当該業務に伴う責任の程
度、②当該職務の内容および配置 変更の範囲、③そ 他の事情の諸要素を考慮して、個々の労働条件ごとに判断される。①と②だけではなく、 「その他 事情」を総合考慮して判断するため、これらの事情は判断要件ではなく、断要素である。以上、三つの要素について個別に検討する。
①不合理性の判断においては、 「職務の内容」と「当該業務に伴う責任の程度」が重要な判断要素となる。パート
タイム労働者と通常の労働者の「職務の内容」および「責任 程 」が同一であれば、当然 、両者の労働条件の相違は不合理と判断されるが、同一とはいえない場合でも、総合考慮の結果、不合理と判断される場合もある。
七六
②「職務の内容及び配置の変更の範囲」は、前述⑵したように、将来の見込みや期待も含め、転勤・昇進などの
人事異動や本人の役割の変化の有無および範囲を指すものであり、これは我が国の正社員の長期雇用を前提とした人材活用を基本としている。もっとも、実際の職場では、人事異動の実態がない、あるいは、異動があっても一部の正社員に限定的に行われ ということが少なくない。したがって、就業規則上の人事異動の有無を形式的に判断するのではなく、人事異動の実態を見て判断するべきであるし、この要素を重視してパートタイム労働者と正社員の相違を合理化し いよう留意する必要がある。
③「その他の事情」については、労契法二〇条と同様、 「合理的な労使の慣行などの諸事情」が含まれ
る
）（（
（
。具体的
には、実際の賃金など労働条件の相違 程度、募集・採用手続 相違、勤続年数、労働組合等の労働条件に関する交渉の経過などが含まれると考えられる。なかでも重要なのは、不合理と主張される当該 条件の設定手続きであり、それが使用者によって一方的に行わ たもの 、労働組合や従業員集団 の労使交渉を経て行われたものか
（交
渉の形態、状況等）
の事情であり、企業における多様な雇用形態にわたる処遇体系の再設計と、当該企業の労働者全体
を網羅した交渉・協議による利益調整の仕組みおよび公正な運用が求められ
）（（
（
。
ウ
　
不合理性の主張・立証責任
さらに、不合理性の主張 ・ 立証責任についてである。労契法二〇条を参考にすると、主張 ・ 立証責任 分配としては、
「不合理と認められるものであってはならない」は規範的要件であり、不合理性を基礎づける事実は労働者が、そして不合理性の評価 妨げる事実は使用者が、主張・立証すべきことにな
る
）（（
（
。労働者側の立証の負担を考慮すると、労
働条件の相違については労働者側が立証責任を負い、その相違が合理的である 立証責任は事業主 負うことを明
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確にするためにも、法文は「合理的なものでなければならない」とすべきであろう。
Ⅴ
　
おわりに
本稿では、パートタイム労働者と正規労働者との均等待遇について、近年の法改正の動向と最新の裁判例を中心に
論じてきた。本稿において明らかになったのは、以下の点である。
第一に、二〇〇七年 法八条は、三つの要件
（ 「職務内容の同一性」 、 「無期労働契約」 、 「人材活用の仕組み・運用の同
一性」 ）
を充足したパートタイム労働者に対する差別的取扱いの禁止を初めて規定したものであるが、三要件が厳格で
あるため、同条を適用することが難しく、その効果が乏しいということ
第二に、正社員と準社員
（短時間労働者）
の賃金格差について、二〇〇七年パート法八条違反性を判断したニヤク
コーポレーション事件判決は、同条の三要件のうち判断が分かれやすい「人材活用の仕組み・運用」要件を柔軟に解釈することによって、八条違反を認めた点に特徴があった。筆者は、
Ⅳ
で述べたように、 「人材活用の仕組み・運用」
の要件は不要であると考えている。しかし、二〇一四年パート法八条および九条には の要件が維持されていることから、今後の法解釈 おい は ニヤクコーポレーション事件判決が示した うな柔軟な判断が求められる。
第三に、二〇一四年パート法改正は、雇用形態による処遇格差問題について、 「短時間労働者 待遇の原則」
（ 「不
合理な労働条件 相違の禁止」 ）
方式を法原則の柱としながら
（八条）
、二要件
（ 「職務内容の同一性」と「人材活用の仕組
み・運用の同一性」 ）
を充足する「通常の労働者と同視すべき短時間労働者」に対する差別的取扱いを禁止した
（九条）
。
七八
二〇一四年パート法は、来年四月一日に施行される予定である。今般の改正が、正社員とパートタイム労働者の処遇格差改善の一助となることを期待したい。
もっとも、二〇一四年パート法八条「短時間労働者の待遇の原則」の判断要素、および、九条「差別的取扱い禁
止」の判断要件の解釈や、 「不合理性」の意味内容など、二〇一四年法の施行・運用にあたって検討すべき課題は多い。本稿は、こうした具体的な検討に十分立ち入ることができなかった。今後の課題としたい。
最後に、我が国のパートタイム労働者の処遇を考察するうえで無視できないのは、長時間労働や、無制限に行われ
ている時間外労働・休日労働など正社員の働き方である。正社員の働 方を見直さない限り、現在、政府が提唱しているワーク・ライフ・バランスや多様な正社員構想は実現しえない。政府が進める労働政策 実現には 均等・均衡待遇の原則は重要な課題である。今後、パートタイム労働者の働き方の多様化
（基幹的・専門的業務に従事するパートや、
通常の労働者と同視すべきパート）
と同時に、正社員の働き方の多様化が進むなかで、正規・非正規を問わず、全て労
働者の均等待遇の実現が重要な課題であるといえよう。
（
1）両角道代「均衡待遇と差別禁止─改正パートタイム労働法の意義と課題」労研五七六号（二〇〇八年）四五頁以下。
（
2）両角・前掲注 （
1） 五〇頁。
（
3）九三年パート法は、短時間労働者の雇用管理の改善および職業能力の向上等に関する措置によって短時間労働者の福祉の増進を図ることを目的とした「福祉立法」であり、法律上の根拠に基づいて「指針」を策定し、 「指針」に定められた努力義務規定に沿って行政指導を行っていくことを一つの大きな柱としていた。九三年パート法は、パートタイム労働者の雇用管理を規律する初の法律であり、その意義は大きいが、 「指針に基づく行政指導」という手法が十分に実効性を発揮し得るのか、また、著しく不合理な差別がある場合にも私法上の効力を発動できない等、制定当初からその内容には疑問を呈する声があっ
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た。水町勇一郎「パートタイム労働法の経緯と問題点」労研四〇三号（一九九三年）三一頁以下。
（
（）和田肇「パート労働法改正の意義と今後の課題」季刊労働法（二〇〇八年）六八頁。
（
（）日本労働弁護団「今後のパートタイム労働政策について（建議）に対する意見」 （二〇一二年一〇月一〇日） 。
（
（）その評価に当たっては、絶対水準としてそもそもどの程度存在したのか、事業所にとって八条該当者の存在を申告することは事実上、違法状態を告知することにほかならず、その実態を調査すること自体に限界があるのではないか、といった懸念は残るとする。また、労政審の使用者側委員によると 二〇〇七年パート法の適正な運用のために社内規定を見直した結果として、三要件に該当するパートタイム労働者が減ったことが推測され、これが〇 ・ 一％という数字になったとする。
（
（）二〇〇六年調査では、 「同じ地域・職場 賃金相場」 （七一 ・七％）が最も多く、 「仕事の困難度」 （三一 ・四％）や「経験年数」 （二六 ・ 一％） 、 「地域・産業別最低賃金」 （一九 ・ ％）となっていた。
（
（）職務内容同一短時間労働者の基本賃金の算定方法については、 「正社員と同様の算定方 制度・基準 に基づき支払っている」 （九 ・一％） 「正社員の制度・基準とは異なるが、正社員と共通する算定要素により支払っている」 （一七 ・五％） 、 「正社員とは異なる算定要素に基づき支払っている」 （六一 ・八％）となっており、正社員と同様の制度・基準を いてい 、あるいは、算定要素を揃えているケースは約四分の一にとどまってい という。ま 職務の内容と人材活用 仕組み等が同じ短時間労働者の賃金の算定方法については、 「正社員と同様の算定方法（制度・基準）に基づき支払っている」 （一二 ・三％） 、 「正社員の制度・基準と 異なるが、正社員と共通する算定要素 より支払っている」 （一八 ・五％）で、正社員と同等の制度・基準を用いている、あるいは、算定 素を揃えているケースが約三割に増えるもの 、 「正社員とは異なる算定要素に基づき支払っている」割合も四割超（四一・五％）となっ いう。
（
（）これによると、基本賃金の性格をみると、 「職務給」 割合は、正社員が四八 ・五％に対し、職務内容が同一の短時間労働者は二九 ・四％で、ともに「職務給」である割合 二二 ・二％であり 「職能給」である割合は正社員が六七 ・六％に対し、職務内容が同一の短時間労働者は三六 ・六％ 、ともに「職能給」である割合は三二 ・七％となっていた。また 基本賃金の性格の組み合わせパターンをみると、 は職能給ベース 職務給や生活給、業績・成果給 どさまざまな性格を帯びているのに対し、職務内容が同一の短時間労働者 「その他」を じめ職能給や職務給、業績 成果給 いった単一の性格で決定されていることが多いという。
八〇
（
10）別の調査も、二〇〇七年パート法の効果が限定的であったことを示している。川口大司「改正パートタイム労働法はパートタイム労働者の処遇を改善したか？」労研六四二号（二〇一四年）五三頁以下は、二〇〇七年パートタイム労働法八条の差別的処遇禁止の対象とした、短時間労働者と一般労働者の賃金格差が解消したかについて、二〇〇五年から二〇一〇年の『賃金構造基本統計調査』のデータを用いて分析している。これによる 、同じ職種に属し、同じ雇用管理に服すと考えられ、雇用期間の定めのない労働者で比較しても、パートタイム労働者はフルタイム労働者に比べて一 ・七％から八 ・八％時間当たり賃金が低く、この賃金格差は二〇〇七年パート法施行（二〇〇八年四月）後も縮小していないとする。
（
11）毛塚勝利「非正規労働の均等処遇問題への法理論的接近方法」労研六三六号（二〇一三年）二一頁
（
12）労働弁護団意見書・前掲注 （
（） 。
（
13）連合総研「パート労働法改正の効果と影響に関する調査研究報告書」 （二〇一一年）五頁。
（
1（）連合総研・前掲注 （
13） 五頁。
（
1（）同判決については、藤崎千依「パートタイム労働法八条をめぐる判決〜その成果と今後の課題〜─大分地方裁判所判決─」季刊・労働者の権利三〇三号（二〇一四年）七八頁以下。
（
1（）水町勇一郎「正社員と準社員との賞与・休日賃金格差のパートタイム労働法違反性─ニヤクコーポレーション事件」ジュリスト一四六五号（二〇一四年）一一三頁。
（
1（）藤崎・前掲注
1（） 八三頁。
（
1（）水町・前掲注 （
1（） 一一四頁。
（
1（）和田・前掲注
（） 七一頁。
（
20）また、平成二二年六月一八日に閣議決定された「新成長戦略」の「成長戦略実行計画（工程表） 」は、 「 度に実施すべき事項」として、 「パートタイム労働法の施行状況を踏まえた見直しの検討」と 、さらに、平成二二年一二月一七日閣議決定された第三次男女共同参画基本計画は、 「同一価値労働同一賃金に向けた均等・均衡待遇の推進の取組として、パートタイム労働者と正社員との均等・均衡待遇の推進など、多様な働き方の雇用の質を向上させるための施策を推進する」としていた。
（
21）改正パート労働法附則第一条 施行期日）では、 「この法律 公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令
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で定める日から施行する」とされている。平成二六年六月二日の労働政策審議会雇用均等分科会において、改正パート労働法の施行に向けた対応についての考え方が示され、施行期日案として平成二七年四月一日が示された。
なお、三月二六日の衆議院厚生労働委員会及び四月一五日の参議院厚生労働委員会において、 「政府は、本法の施行に当
たり、次の事項について適切な措置を講ずるべきである」とする附帯決議が採択された。衆院では七項目、参院では九項目が掲げられている（以下の①と⑨は参院のみ） 。これによる 、①差別的取扱いが禁止される通常の労働者と同視すべき短時間労働者につい は、多様な短時間労働者の就業実態を考慮して 引き続き、その範囲の拡大について検討を行い、必要な見直しを行うこと、 ②通勤手当に関し、 短時間労働者であ ことを理由に通常の労働者との間の待遇に相違が生じる場合には第八条及び関連法制の動向を踏まえて、職務の内容、当該職務の内容及び配置の変更 範囲その他の事情を考慮して、不合理なものとならないよう必要な措置を講ずること、③短時間労働者 約七割 占め女性の活躍を推進するととも 、女性が活躍しやすい環境 創っていくために男女雇用機会均等法など必要な法改正を含めた具体的な改善策を検討すること、④通常の労働者以外のフルタイム無期契約労働者については、労働契約法による無期転換の状況等を踏まえ、適切な保護が図られるよう必要 措置を検討すること、⑤待遇等の説明を求めたことに対する不利益取扱い 禁止については 労働政策審議会の建議の趣旨を十分に踏まえ、事業主へ 指導を強化す 措置を講ずること、⑥第八条につき、どのような場合に不合理と認められるかについて裁判例の動向を踏まえて適切な周知を行うこと、⑦公務の臨時・非常勤職員の任用に当たっては、本法の趣旨を踏まえた対応がなされるよう、必要な助言や情報 提供を うこと、⑧税制、社会保険制度との関係で短時間労働者の就業調整が広く行われている状況に鑑み、働き方に中立的な税制 社会保険制度の構築について検討を行うこと、
 
⑨均等待遇 原則を社会的 確立することが国際的な流れであることに鑑み、一九九四年に採択さ た「パートタイム労働に関する条約（ＩＬＯ第一七五号条約） 批准に向けて 我が国 おけ 短時間労働法制 見直しを進めるなど精力的 努力すること、とされていた。
（
22）この他、厚生労働大臣の勧告に従わない企業名の公表制度の創設等（一八条二項関係） 、事業主等に対する援助（一九条関係） 、虚偽報告等に対する過料（三〇条関係）等の改正 行われた。
（
23）二〇〇七年改正法八条（通常の労働者と同視すべき短時間労働者に対する差別的取扱いの禁止 は 第一項「
事業主は、
業務の内容及び当該業務に伴う責任の程度（以下「職務の内容」とい 。
）が当該事業所に雇用される通常の労働者と同一の
八二
短時間労働者（以下「職務内容同一短時間労働者」という。 ）であって、当該事業主と期間の定めのない労働契約を締結しているもののうち、当該事業所における慣行その他の事情からみて、当該事業主との雇用関係が終了するまでの全期間において、その職務 内容及び配置が当該通常の労働者 職務の内容及び配置の変更の範囲で変更されると見込まれる
もの（以下
「通常の労働者と同視すべき短時間労働者」という。 ）については、短時間労働者であることを理由として、賃金の決定、教育訓練の実施、福利厚生施設の利用その他の待遇について、差別的取扱いをしてはならない。 」 、
第二項「前項の期間の定め
のない労働契約には、反復更新されることによって期間の定めのない労働契約と同視することが社会通念上相当と認められる期間の定めのある労働契約と同視すること 社会 念上相当と認められる期間の定め 労働契約を含むもの する」
、
と規定していた（今回の改正で傍線部が変更） 。
今回の改正で八条は九条になり、 「事業主は、
職務の内容
が当該事業所に雇用される通常の労働者と同一の
短時間労働者
（第一一条第一項において「職務内容同一短時間労働者」という。 ）であって、当該事業所における慣行その他の事情からみて、当該事業主との雇用関係が終了するまでの全期間において、その職務の内容及び配置が当該通常の労働者の職務の内容及び配置の変更の範囲と同一の範囲で変更されると見込まれる
もの（次条及び同項において「通常の労働者と同視すべき短
時間労働者」という。 ）につ ては、短時間労働者であることを理由とし 、賃金の決定、教育訓練 実施、福利厚生施設の利用その他の待遇について、差別的取扱いをしてはならない。 」 なった（二項は削除） 。
（
2（）もっとも、文言としては、ＥＵ指令の「客観的な理由のない」が労契法二〇条では「不合理な」に、ＥＵ指令の「不利益取扱い」が労契法二〇条では「労働条件の相違」になっており、また 不合理性 判断要素として、 、職務の内容・配置変更の範囲が例示的 挙げられている点 ＥＵとは異 って 。水町勇一郎「 「差別禁止」と「平等取扱い」は峻別されるべきか？─雇用差別禁止をめぐる法理論の新たな展開─」労旬一七八七号（二〇一三年）五四頁。
（
2（）何故、日本では「不利益取扱いの禁止」ではなく、 不合理 条件の禁止」を採用したかについて、労契法二〇条の説明を参考にすると、有期契約労働者のなかには無期契約労働者よりも有利な処遇の者が少数 ら存在す ので、不利 取扱いのみ禁止する趣旨で「不合理と認められるも であっ はなら い」と 規定になったとする（菅野和夫『労働法〔第一〇版〕 』 （弘文堂、二〇一三年）二三五頁） 。したが 、二〇一四年パート法八条で「不合 な労働条件の禁止」規定を採用したのも、同様の趣旨であると解される。
八三
パートタイム労働者と正規労働者との均等待遇（川田）
（
2（）両角・前掲注 （
1） 五〇頁以下。
（
2（）水町・前掲注 （
2（） 五三、五六頁。これに対して、平成二三年七月一四日に公表された「雇用形態による均等処遇について
の研究会報告書」は、ＥＵ諸国の近年の議論を受けて、性別や人種など人権保障にかかる差別禁止原則と、非正規労働者の処遇改善のための不利益取扱い禁止原則とを異なる類型のものと位置づけ、両者を区別して取り扱うことを提案している。
（
2（）拙稿「パートタイム労働法八条の差別禁止規定の問題と今後の課題」労旬一七一一号（二〇一〇年）六五頁。
（
2（）労働弁護団意見書・前掲注 （
（） 。
（
30）人材活用の仕組みを客観的に判断する場合には、個人ではなくある一定の集団に適用される制度として把握される必要があるのに対して、職務内容を比較する場合においては、多くの場合、集団ではなく、個人で比較することが適当である場合が多い。連合総研・前掲注 （
13） 八頁。
（
31）連合総研・前掲注 （
13） 八頁。
（
32）高崎真一『コンメンタール
　
パートタイム労働法』 （労働調査会、二〇〇八年）二〇四頁。
（
33）労働弁護団意見書・前掲注 （
（） 。
（
3（）労働弁護団意見書・前掲注 （
（） 。
（
3（）これについては、森ます美・浅倉むつ子編『同一価値 同一賃金原則の実施システム』 （有斐閣、二〇一〇年）参照。
（
3（）菅野・前掲注 （
2（） 二三五頁。これに対して、緒方桂子「改正労働契約法二 条の意義と解釈上の課題」季労二四一号（二
〇一三年）二四頁以下は、有期契約労働者にとって当該雇用形態が少しでも良好な形態となるためには 労契法二〇条の負う役割を減じるような解釈をすべきではないとする。そして、 「 「不合理」の意味 字義通り、 「合理的でない」という意味に捉えられるべきである」 、すなわち、 「問題 な た処遇に合理的理由がない場合には、 「不合理性」要件を満たすものと解される」としたうえで、 「不合理性」ないし 合理性」には、第一に、当該処遇の差に 理的な理由があ こと 第二に、当該処遇の差に合理的理由があるとしても、その程度が相当な範囲内にとどまることという二つの意味があり、 「不 」の要件は二段階の審査を行う必要があるとする
（
3（）施行通達（平二四・八・一〇基発〇八一〇第二号） 。
（
3（）菅野・前掲注 （
2（） 二三七頁。
八四
（
3（）菅野・前掲注 （
2（） 二三七頁。
〔追記〕
脱稿後に、矢野昌浩「正社員と準社員との間の処遇格差の違法性とその救済：ニヤクコーポレーション事件［大分地裁平成
二五・一二・一〇判決］法学セミナー七一三号（二〇一四年六月）一一九頁以下と、奥田香子「改正パートタイム労働法と均等・均衡待遇」季刊労働法二四六号（二〇一四年）一三頁以下に接した。
（本学准教授）
